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 パプアニューギニアは太平洋島嶼国最大の独立国であり、言語や民族、文化の多様性に富ん

だ国であるが、相対的に低い社会開発指標を含め様々な開発課題を抱えている。

 天然資源依存の経済構造からの脱却をめざす開発計画の実施と財政拡大を重視している。

 豪州・日本等の伝統的な開発パートナー以外の国・機関からの資金協力を拡充し、バランスの

取れた持続的開発を実施する必要がある。

パプアニューギニアの基礎データ 

パプアニューギニア独立国（以下、PNG）は、

世界最大の島であるニューギニア島の東半分と

約 600 の島々からなる、南太平洋島嶼国 14 カ

国で最大の国である。1975 年に独立した比較的

若い国であり、英連邦に属す。言語や民族、文

化の多様性で知られるメラネシア諸国（PNG、
フィジー、バヌアツ、ソロモン諸島）のなかで

も最も多様性に富み、850 以上の部族と言語（世

界の言語総数の 12％）を擁する。国土は 46 万

1937 ㎢（日本の約 1.25 倍）、人口は 1178 万人

（2021 年 PNG 統計局推定）であり、人口の約

21.6％を若者人口（15-24 歳）が占める。年齢の

中央値は 21.2 歳である（日本は約 48 歳）。

 一連の開発指標は、途上国のなかでも低く、

多くの開発課題を抱えている（表 1 参照）。 

表 1．主要社会開発指標 

人間開発指数 （HDI) 
0.568 (2023/2024), 193 カ国中 154 位 （UNDP 人間開発報

告書 2023-2024 年）

乳幼児死亡率 32/1,000 (2022) （ユニセフ子供白書(2023)）

妊産婦死亡率 192/100,000 (2020) （世銀ジェンダーポータル 2020）

ジェンダー不平等指数

0.604 (2022), 161 カ国中 160 位 (UNDP 人間開発報告書

2022) 

初等就学率（未登録率） 男子 4％ 女子 10％（2023 年ユニセフ世界子供白書）

前期中等就学未登録率 男子 24％ 女子 32％（2023 年ユニセフ世界子供白書）

安全な水へのアクセス 40% (2024) （世銀ウェブサイト）

マクロ経済動向

パプアニューギニアは、豊富な天然資源に恵

まれ、2014 年から日本・中国向けに輸出が始ま

った液化天然ガスを筆頭に（全輸出総額の

45.6%）、原油、金、銅、コバルト、ニッケル、

木材、水産物、パーム油等が主要輸出品である。

主要産業は鉱業（33.2%）と農林水産業（17.6%）

である。付加価値産業を含めて製造業はほとん

ど成長しておらず、天然資源依存の経済成長は、

これら主要輸出品目の国際需要・価格変動に大

きく左右されている。

グラフ 1．天然資源及び非天然資源別 GDP 動向 

出所：PNG 財務省 2024 年予算書  
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グラフ 2．産業別 GDP の動向 

出所：中央銀行四半期データから筆者作成 

PNG 固有の開発課題 

PNG は、850 以上の言語・部族が険しい山岳地

帯や熱帯雨林地域、海岸地域、離島に散在し、

行政サービスへのアクセス問題を抱える。国土

の 97％が伝統的慣習制度によって所有されて

おり、土地収用がプロジェクト実施において大

きな課題になっている。相互扶助社会の伝統的

な社会習慣・規範も根強く残っており、現代資

本主義社会で求められるビジネス起業等におけ

る価値観・概念との軋轢も課題である。世界で

最も生物多様性に富んだ国のひとつであり、憲

法でも自然資源および環境を国民と将来の世代

のために保全・利用することが明記されている

が、開発と環境保全とのバランスや持続的な開

発が課題になっている。また、ジェンダー不平

等指数も世界で 2 番目に高く、魔女狩りや女性

への暴力等が深刻である。資源開発における権

益をめぐる部族紛争や部族と中央政府・鉱山会

社との武力対立も大きな課題である。 

国家開発計画と財務動向

PNG 政府は、国際価格変動に左右されやすい

天然資源輸出依存からの脱却を図るべく、第 4
次中期国家開発計画（2023-2027）で、付加価値

産業・製造業の拡充のための経済特区の設置、

道路・電力等のインフラ基盤の拡充、人的資源

の開発、ガバナンス、治安問題への対応等、12
の開発優先課題プログラムを掲げている。また、

これらプログラム実施のために、財政拡張政策

を継続し、税収入の拡充を図るとともに、譲与

性の高いドナー支援の借款の積極的取付けを進

めている。公的債務の GDP に占める割合の増加

が懸念されているが（グラフ 3）、財務省は予算

の立て直しを積極的に推進しており、IMF 支援

の下、2027 年までに予算赤字を解消、2034 年

までに公的債務の全額返済を目標に掲げている。 

グラフ 3．公的債務の対 GDP 比 

出所：PNG 中央銀行四半期データから筆者作成 

開発援助の動向 

PNG へは独立以前から豪州や日本を中心とし

た二国間援助や、世銀や ADB、国連等の援助機

関による無償・有償協力がインフラや人的資源

開発分野を中心に実施されてきた。近年では、

中国やインド等の新たな開発パートナーからの

支援も増えている。

グラフ４．援助国・機関の援助動向（百万 PNG キナ） 

出所：PNG 財務省年次予算書から筆者作成 

まとめ 

2025 年に独立 50 周年を迎える PNG が抱え

る開発課題は山積みである。だが同国は天然資

源や自然に恵まれており、開発のポテンシャル

は高い。地政学的な点からも近年、国際社会の

同国開発への投資・開発協力への関心は一層高

まっている。今後、PNG 政府はバランスの取れ

た持続的開発を次世代に継続・裨益するために、

民間を含めた開発パートナーから資金や技術を

うまくとりいれながら、住民・地方政府ととも

に計画を実施していくことが求められている。

（おおの まさよし）


